

































等部卒業生の進路がどのように変化してきたのか概観する。図 1 は 1979 年か
ら 2009 年までの聾学校高等部卒業生の進路を追ったものである。








　図 2 から分かることは以下の 3 点である。第一に、就職率および聾学校専攻
科への進学率は各々過去 30 年の間に 10%以上の水準で減少している。ただし、























るかと言えば、聾学校高等部に在籍する児童（高 1 ～ 3）の読書力（小学校 5 年

























































以下の事柄が成立している。最初に、15 ～ 64 歳までの身体障害者 130 万人強
（推計値）のうち、就業している者は 60 万弱（4 割強）、就業していない者は 70
万強（5 割強）である。働き盛りの年代別でみると、20 代については半数強が
就業し、30 ～ 40 代は 6 割弱が就業している。続いて、就業者のうち、常用雇
用者は半分で、残り半分は常用雇用以外の形で就業している。常用雇用の職は
いわゆる正規職だけではなく、週 20 時間以上の労働時間で 1 年以上の雇用見
込みがあれば非正規職であっても常用雇用の職とみなされていることに留意さ






者／ 15 ～ 64 歳までの身体障害者数）は 2 割弱の水準になる。
　続いて、厚労省が 5 年ごとに行なっている「障害者雇用実態調査（12）」によれ
ば、聴覚障害者で転職を経験した者の割合は 4 割程度の水準で推移しており、










　図 5 は、聴覚障害者 253 名の総収入（勤労所得＋障害年金・手当＋その他雑収
入）の分布を示したものである。図 5 からは、月収 9 万円未満が 4 割弱、月収
18 万円未満が 7 割弱、月収 30 万円未満が 9 割弱、といったように聴覚障害者
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の収入状況は決してよくないことがわかる。勤労所得の分布についても同様に
計算したところ、月収 11 万円未満が 4 割強、月収 19 万円未満が 7 割強、月収
30 万円未満が 9 割強と、総収入の分布とほとんど同じような形になっていた。















ないこと、③聴覚障害をもつ就業者の 4 割が転職を 2 ～ 3 回繰り返すこと、④
聴覚障害者の月収（総収入ベース）は 9 万未満が全体の 4 割で 18 万未満が全体








































































































（＊）本稿は 2009 年 11 月 9 日に開催した第 6 回障害者の生活・教育
支援研究会で報告した「聴覚障害者の進学と就労：現状と課題」を
もとに書かれた論文である。もとの研究報告から大きく変更・修正

















































































9 万円未満 101 名（42.6%） 549 名（37.9%） 273 名（32.2%）
9 ～ 18 万円 75 名（31.6%） 424 名（29.2%） 226 名（26.7%）
18 ～ 30 万円 30 名（12.7%） 261 名（18.0%） 202 名（23.8%）
30 ～ 50 万円 15 名（6.3%） 122 名（8.4%） 79 名（9.3%）


















で年間 10 時間、最も多い自治体で 250 時間と 25 倍もの格差が存在
することを指摘している。また、講座にかける予算についても年間
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